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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸心周りに回転され、一端側から被処理物を装入し他端側からこの被処理物を排出し得
る回転筒と、
　前記回転筒の軸心と並行に前記回転筒内にそれぞれ配置されて回転筒内の被処理物を加
熱する複数の加熱管と、
　前記回転筒内に設けられて、前記回転筒の内部空間を前記回転筒の軸心に沿ってそれぞ
れ延びる複数の小空間に分割する複数の分割壁と、
　を備えたことを特徴とする間接加熱型回転乾燥機。
【請求項２】
　被処理物を前記回転筒内に装入する装入装置と、
　この装入装置と前記回転筒との間の隙間を封止するシール部に対応する大きさで回転筒
の軸心近傍に配置された円筒状の中央カバーと、
　を有し、
　各分割壁が、前記中央カバーの外周面と回転筒の内周面との間を結ぶことを特徴とする
請求項１記載の間接加熱型回転乾燥機。
【請求項３】
　前記中央カバーが、被処理物を回転筒内に装入する装入装置の近傍まで延長され、
　延長された中央カバーの外周面に回転筒の内周面に達するスクリュー状の羽根を設置し
、
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　スクリュー状の羽根が設置された中央カバーの部分を一部削除する切欠部を設けること
を特徴とする請求項２に記載の間接加熱型回転乾燥機。
【請求項４】
　前記回転筒の半径の１５％以上の長さだけ回転筒の軸心から離れた位置に、回転筒の軸
心と並行に各加熱管が配列されることを特徴とする請求項１から請求項３の何れか１項に
記載の間接加熱型回転乾燥機。
【請求項５】
　分割壁内或いは中央カバー内に熱媒体を供給することを特徴とする請求項１から請求項
４の何れか１項に記載の間接加熱型回転乾燥機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被処理物と接触しない加熱管を少なくすると共に、充填率を高めても回転の
ための動力を少なくして省エネルギー化を図った間接加熱型回転乾燥機に関し、被処理物
を乾燥又は冷却する装置に適用可能なものである。
【背景技術】
【０００２】
　間接加熱型回転乾燥機であるスチーム・チューブ・ドライヤ（以下適宜STDとも言う）
においては、１０ｍから３０ｍの長さを有した回転自在な回転筒を備え、この回転筒を回
転させながらその一端側から装入した被処理物を他端側から排出させる過程で、乾燥用外
熱としての加熱蒸気により回転筒内で乾燥させるものである。
　具体的には、熱媒体としてスチームなどが送り込まれた加熱管に、被処理物とされる湿
潤粉体または粒状粉体などを接触させることで乾燥させながら、回転筒の回転につれて排
出口に順次移動させながらこの被処理物を連続的に乾燥させるようになっている。
【０００３】
　そして、この間接加熱型回転乾燥機においては、大型化が可能であると共に間接加熱型
のディスクドライヤより安価であり、運転操作が容易でメンテナンス箇所が少なく、所要
動力が少ないことから、従来から各方面においてこの間接加熱型回転乾燥機が被処理物を
乾燥又は冷却する装置として使用されている。
【０００４】
　図１１に示す従来例の間接加熱型回転乾燥機における回転筒１１０の内部には、回転筒
の軸心と並行に複数の加熱管１１１が配列されている。
　しかし、被処理物Ｈを装入する位置の関係から回転筒内における被処理物Ｈの充填率（
回転筒内に滞留している被処理物の容積／回転筒内容積）の上限値は、概略３０％であっ
た。この為、被処理物Ｈと接触して加熱に寄与している加熱管１１１Ａは少なく、これら
加熱に寄与している加熱管１１１Ａの割合は、加熱管１１１の全体の内の３０％程度であ
った。
この結果、被処理物Ｈと接触しない加熱管１１１Ｂの存在や、接触する加熱管１１１Ａで
あっても回転筒の軸心近くの加熱管は被処理物Ｈとの接触時間が短いことなどから、従来
の装置では加熱管１１１が有効に利用されているとは言えなかった。
【０００５】
　さらに、被処理物の充填率の上限値は上記のように概略３０％であるので、加熱管を回
転筒内の中心近傍に配列しても、被処理物と接触することがほとんど無いため、従来の装
置においては回転筒の軸心近傍には加熱管が配列されておらず、非効率で経済性が低かっ
た。
　他方、被処理物と加熱管との接触面積を増やすために、被処理物の充填率を増加するこ
とも検討されているが、この場合には、回転筒内で被処理物を掻き揚げるための動力が増
加する結果となり、エネルギー効率が悪く、やはり経済性が低かった。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００６】
【特許文献１】特開２００１－９１１６０号公報
【特許文献２】特開昭５９－６９６８３号公報
【特許文献３】特開平４－７８１０号公報
【特許文献４】特開２００５－１６８９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　この一方、軸心周りに回転自在な回転筒に熱風又は冷風を直接供給し被処理物を乾燥又
は冷却するような特許文献に挙げられた直接式回転乾燥装置又は直接式回転冷却装置にお
いては、略扇形に回転筒内を分割する分割壁を設けるものもあった。
　しかし、これら回転乾燥装置等においては、乾燥能力又は冷却能力であるhaD（ha：熱
容量係数、D：回転乾燥装置等の内径）が一定であることから、回転筒内に分割壁を設け
るのに伴いDを小さくしhaを増加させることで、伝熱効率の向上を図ることが目的であり
、本願の間接加熱型回転乾燥機との関係は薄かった。
【０００８】
　本発明は上記事実を考慮し、被処理物と接触しない加熱管を少なくすると共に、充填率
を高めても回転のための動力を少なくして省エネルギー化を図った間接加熱型回転乾燥機
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１に係る間接加熱型回転乾燥機は、軸心周りに回転され、一端側から被処理物を
装入し他端側からこの被処理物を排出し得る回転筒と、
　前記回転筒の軸心と並行に前記回転筒内にそれぞれ配置されて回転筒内の被処理物を加
熱する複数の加熱管と、
　前記回転筒内に設けられて、前記回転筒の内部空間を前記回転筒の軸心に沿ってそれぞ
れ延びる複数の小空間に分割する複数の分割壁と、
　を備えたことを特徴とする。
【００１０】
　請求項１に係る間接加熱型回転乾燥機の作用を以下に説明する。
　本請求項の間接加熱型回転乾燥機では、軸心周りに回転される回転筒の一端側から被処
理物を装入し、この回転筒の他端側からこの被処理物を排出する。この際、回転筒の軸心
と並行に回転筒内にそれぞれ配置される複数の加熱管が、回転筒内の被処理物を加熱する
。但し、本請求項では、複数の分割壁が回転筒内に設けられるのに伴い、この複数の分割
壁が、回転筒の内部空間を回転筒の軸心に沿ってそれぞれ延びる複数の小空間に分割する
構造とされている。
【００１１】
　複数の分割壁を設けて回転筒内を複数の小空間に分割した構造にするのに伴い、被処理
物を各小空間に分散して回転筒内に供給できるようになる。この結果として、被処理物の
充填率を高めることができ、より多くの加熱管に被処理物が接触するようになって加熱管
の有効利用が図れる一方、同一量の被処理物を処理する場合には、回転筒を小型化でき間
接加熱型回転乾燥機のコストダウンに繋がる。
　また、被処理物が各小空間に分散して供給されることで、充填率を高めても被処理物が
各小空間内で移動するのみであり、回転筒内で被処理物を掻き揚げる動力が小さくなると
共に、各小空間内の被処理物の重量がバランスするのに伴い、回転筒を回転するのに必要
な動力を少なくすることができる。
【００１２】
　以上より、本請求項によれば、充填率を高めて被処理物と接触しない加熱管を少なくす
るだけでなく、充填率を高めても動力を少なくして省エネルギー化が図られて高い経済性
を有する間接加熱型回転乾燥機となる。



(4) JP 5502656 B2 2014.5.28

10

20

30

40

50

【００１３】
　請求項２に係る間接加熱型回転乾燥機の作用を以下に説明する。
　本請求項に係る間接加熱型回転乾燥機は請求項１と同一の作用を奏する。但し、本請求
項では、被処理物を前記回転筒内に装入する装入装置と、
　この装入装置と前記回転筒との間の隙間を封止するシール部に対応する大きさで回転筒
の軸心近傍に配置された円筒状の中央カバーと、
　を有し、前記各分割壁が、中央カバーの外周面と回転筒の内周面との間を結ぶという構
成を有している。
【００１４】
　加熱管を回転筒の軸心近傍まで配列することは伝熱面積の増加には寄与するものの、被
処理物を回転筒内に装入する装入装置に対してこの加熱管が干渉することになる。このた
め、加熱管を装入装置の近傍で曲げるなどして、装入装置と干渉しないようにする必要が
あり、間接加熱型回転乾燥機の製造コストの上昇に繋がるおそれがある。
【００１５】
　これに対して、本請求項によれば、分割壁が単に設けられるだけでなく、装入装置と回
転筒との間の隙間を封止するシール部に対応する大きさの中央カバーを回転筒の軸心近傍
に配置し、分割壁が中央カバーの外周面と回転筒の内周面との間を結ぶ構造とされて、各
小空間の横断面が略扇形に閉鎖された形とされている。この結果、加熱管を装入装置の近
傍で曲げるなどの複雑な構造をとることなく、各小空間内の加熱管と被処理物が接触しな
いデッドスペースを減らし、接触効率を向上させることができる。また装入装置と干渉し
ない様にする必要がなくなり、間接加熱型回転乾燥機の製造コストをより低減可能になる
。
【００１６】
　請求項３に係る間接加熱型回転乾燥機の作用を以下に説明する。
　本請求項に係る間接加熱型回転乾燥機は請求項２と同一の作用を奏する。但し、本請求
項では、中央カバーが、被処理物を回転筒内に装入する装入装置の近傍まで延長され、
　延長された中央カバーの外周面に回転筒の内周面に達するスクリュー状の羽根を設置し
、
　スクリュー状の羽根が設置された中央カバーの部分を一部削除する切欠部を設けるとい
う構成を有している。
【００１７】
　つまり、本請求項によれば、スクリュー状の羽根が設置された部分の中央カバーの一部
を削除した切欠部を設け、この切欠部を介して分割された各小空間内に被処理物を供給す
ると共に、回転筒の回転に伴うスクリュー状の羽根の回転により小空間の奥側に送り込む
ことで、回転筒の回転に伴って、各小空間内に被処理物がほぼ均一入るようになる。
【００１８】
　請求項４に係る間接加熱型回転乾燥機の作用を以下に説明する。
　本請求項に係る間接加熱型回転乾燥機は請求項１から請求項３と同一の作用を奏する。
但し、本請求項では、回転筒の半径の１５％以上の長さだけ回転筒の軸心から離れた位置
に、回転筒の軸心と並行に各加熱管が配列されるという構成を有している。
【００１９】
　従来技術の装置においては、被処理物の充填率の上限値が概略３０％（回転筒の半径の
概略３０％以上の位置まで）であるので、加熱管を回転筒内の中心近傍に配列しても、被
処理物と接触することがほとんど無いこと、あるいは回転筒１回転当たりの被処理物との
接触時間が短いこと効果が少ない事から、回転筒の半径の３０％以下の軸心近傍に加熱管
が配列されていなかった。しかし、本請求項によれば、上記のように、回転筒の半径の１
５％の大きさ（装入装置と回転筒との間の隙間を封止するシール部に対応する大きさ）以
上の長さだけ回転筒の軸心から離れた位置であれば、回転筒の軸心近傍にまで加熱管を配
列しても被処理物との接触できるようになった結果、被処理物に対する加熱処理の一層の
効率化が図られるようになった。
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【００２０】
　請求項５に係る間接加熱型回転乾燥機の作用を以下に説明する。
　本請求項に係る間接加熱型回転乾燥機は請求項１から請求項４と同一の作用を奏する。
但し、本請求項では、分割壁内或いは中央カバー内に熱媒体を供給するという構成を有し
ている。
【００２１】
　つまり、本請求項によれば、分割壁内或いは中央カバー内に熱媒体を供給することで、
加熱管だけでなく、分割壁や中央カバーによっても被処理物が加熱されるようになる結果
、加熱効率が向上するようになる。
【発明の効果】
【００２２】
　以上に示したように本発明によれば、被処理物と接触しない加熱管を少なくすると共に
、充填率を高めても回転のための動力を少なくして省エネルギー化を図った間接加熱型回
転乾燥機を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係る回転式加熱処理装置の一部破断した斜視図であ
る。
【図２】本発明の第１の実施の形態に係る回転式加熱処理装置の正面部分断面図である。
【図３】本発明の第１の実施の形態に係る回転式加熱処理装置に適用される回転筒の横断
面図である。
【図４】本発明の第２の実施の形態に係る回転式加熱処理装置の装入装置周辺を示す断面
図である。
【図５】本発明の第３の実施の形態に係る回転式加熱処理装置に適用される回転筒の横断
面図である。
【図６】本発明の第３の実施の形態に係る回転式加熱処理装置に適用される中央カバーの
一端側寄りの斜視図である。
【図７】本発明の第３の実施の形態に係る回転式加熱処理装置に適用される中央カバーの
一端側寄りの展開図である。
【図８】本発明の第３の実施の形態に係る回転式加熱処理装置における中央カバーの外径
と回転筒の内径の比と実接触面積割合の関係を表わすグラフを示す図である。
【図９】水分と蒸発能力との関係を表わすグラフを示す図である。
【図１０】実接触面積割合と全体蒸発速度の関係を表わすグラフを示す図である。
【図１１】従来例の実施の形態に係る回転式加熱処理装置に適用される回転筒の横断面図
である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明に係る間接加熱型回転乾燥機の第１の実施の形態を、以下に図面を参照しつつ説
明する。
　本実施の形態を説明するに先立って、理解を深めるために本発明の実施の形態を含むス
チーム・チューブ・ドライヤともされる間接加熱型回転乾燥機の図１及び図２に示す実施
例を例として、本実施の形態の全体構成について予め説明する。
【００２５】
＜間接加熱型回転乾燥機の全体構成＞
　図１及び図２に示すこの間接加熱型回転乾燥機１は、軸心Ｃ周りに回転自在とされる回
転筒１０内において、両端板間に軸心Ｃと並行に複数の加熱管１１が配管されていて、回
転継手６０に取付けられた熱媒体入口管６１を通して、これらの加熱管１１に熱媒体とし
ての加熱蒸気ＫＪが供給され、各加熱管１１に流通された後、熱媒体出口管６２を介して
この加熱蒸気ＫＪのドレンが排出されるようになっている。
【００２６】
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　そして、被処理物Ｈを回転筒１０内に装入する為にスクリュー２２等を有した装入装置
２０がこの間接加熱型回転乾燥機１には備えられている。この装入装置２０の挿入口２１
より回転筒１０内にその一端側から投入された被処理物Ｈである湿潤粉体または粒状粉体
などを、加熱蒸気ＫＪにより加熱した加熱管１１と接触させて乾燥させるようなる。これ
とともに回転筒１０が下り勾配をもって設置されていることで、排出口１２方向に順次円
滑に移動させて、回転筒１０の他端側からこの被処理物Ｈを連続的に排出させるようにな
っている。
【００２７】
　図１に示されるように、回転筒１０は基台３１の上に設置され、回転筒１０の軸心Ｃと
並行に相互に間隔を置いて配された２組の支承ローラ３０，３０によって、タイヤ１４を
介して支承されている。回転筒１０の下り勾配および直径に合わせて２組の支承ローラ３
０，３０間の幅およびそれらの長手方向傾斜角度が選択される。
【００２８】
　一方、回転筒１０を回転させるために、回転筒１０の周囲には、従動ギア５０が設けら
れており、これに駆動ギア５３が噛合し、原動機５１の回転力が減速機５２を介して伝達
され、回転筒１０の軸心Ｃ回りに回転するようになっている。さらに、回転筒１０の内部
には、キャリアガス入口７１からキャリアガスＣＧが導入され、これらキャリアガスＣＧ
は被処理物Ｈである湿潤粉体または粒状粉体に含有される水分が蒸発した蒸気を同伴して
キャリアガス排出口７０より排出される。
【００２９】
　なお、上記間接加熱型回転乾燥機１の全体構成は一例であり、本発明は上記構成により
限定されるものではない。
【００３０】
　＜分割壁の構造＞
　図３に示すように、回転筒１０の内部空間を軸心Ｃに沿ってそれぞれ延びる複数である
４つの分割壁１６が、回転筒１０の軸心Ｃと直交する断面においてそれぞれ均等の角度で
軸心Ｃで交わるように回転筒１０内壁に配置されている。これらの分割壁１６によって回
転筒１０の内部空間を軸心Ｃに沿ってそれぞれ延びる回転筒１０の軸心Ｃと直交する断面
が略扇形の複数である４つの小空間Ｋに分割する。なお、本実施例において分割数を４と
したが、これに限定されることはなく、３分割以上が可能であればよい。
【００３１】
　図２に示すように、各分割壁１６は、被処理物Ｈを装入する装入装置２０の近傍から回
転筒１０の軸方向に被処理物Ｈを排出する排出口１２の近傍までの区間Ｓの間に連続して
設置され、各小空間Ｋも同様の範囲に位置している。尚、分割壁１６のうち、装入装置２
０の近傍部分には、本実施の形態のようにスクリュー状に形成した羽根１６Ａを有するこ
とが各小空間Ｋへ被処理物Ｈを供給する上で好ましい。
【００３２】
　＜加熱管の配管構造＞
　他方、各加熱管１１は、図３に示すように回転筒１０の両端部の端板間に４つの小空間
Ｋに分かれて配置されているが、本実施の形態では、回転筒１０の半径Ｒ１に対して１５
％以上の長さＲ２だけ回転筒１０の軸心Ｃから少なくとも離れた回転筒１０内の位置に、
これら加熱管１１は回転筒１０の軸心Ｃとそれぞれ並行に延びるように、例えば３列配列
されている。そして、これらの加熱管１１に熱媒体として加熱蒸気ＫＪを供給し、図３に
示す矢印方向の回転に伴って、回転筒１０内において被処理物Ｈと熱交換することで、加
熱管１１が被処理物Ｈを加熱乾燥している。
【００３３】
　次に、本実施の形態に係る間接加熱型回転乾燥機１の作用を以下に説明する。
　本実施の形態の間接加熱型回転乾燥機１では、図１及び図２に示すように被処理物Ｈを
回転筒１０内に装入するための装入装置２０が回転筒１０の一端側にあり、軸心Ｃ周りに
回転自在とされるこの回転筒１０の一端側から被処理物Ｈを装入し、この回転筒１０の他
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端側からこの被処理物Ｈを排出する。この際、回転筒１０の軸心Ｃに対して並行に回転筒
１０内にそれぞれ配置される加熱管１１が、回転筒１０内の被処理物Ｈを加熱する。
【００３４】
　なお、本実施の形態では、図３に示す４つの分割壁１６が回転筒１０内に設けられてい
て、この分割壁１６が、回転筒１０の軸心Ｃ近傍と回転筒１０の内周側との間を結ぶ構造
とされている。これに伴い、回転筒１０の横断面において略扇形に分割するように、回転
筒１０の内部空間を回転筒１０の軸心Ｃに沿ってそれぞれ延びる４つの小空間Ｋに、この
４つの分割壁１６が分割する構造とされている。
【００３５】
　このように、４つの分割壁１６を設けて回転筒１０内を４つの小空間Ｋに分割した構造
にするのに伴い、被処理物Ｈを各小空間Ｋに分散して回転筒１０内に供給できるようにな
る。この結果、被処理物Ｈの充填率を高めることができ、より多くの加熱管１１に被処理
物Ｈが接触するようになって加熱管１１の有効利用が図れる一方、同一量の被処理物Ｈを
処理する場合には、回転筒１０を小型化でき間接加熱型回転乾燥機１のコストダウンに繋
がる。
【００３６】
　すなわち、加熱管１１の内の被処理物Ｈと接触して加熱に寄与している加熱管１１が、
概略５０％以上と多くすることができ、乾燥能力の向上が図れるようになる。さらに、図
３に示すように回転筒１０の上部においても、回転筒１０の軸心近傍に配列された加熱管
１１と被処理物Ｈが接触するようになることから、従来の装置と同じ大きさの間接加熱型
回転乾燥機１であっても加熱管１１を増やすことが可能になり、このことからも乾燥能力
の向上が図れるようになる。
【００３７】
　また、被処理物Ｈが各小空間Ｋに分散して供給されることで、充填率を高めても被処理
物Ｈが各小空間Ｋ内で移動するのみであり、回転筒１０内で被処理物Ｈを掻き揚げる動力
が小さくなると共に、各小空間Ｋ内にそれぞれ被処理物Ｈが供給されることで、回転筒１
０の図３に示す回転断面において被処理物Ｈが分散して存在するため、回転筒１０を回転
させるために必要な動力を少なくすることができる。
【００３８】
　このことから、本実施の形態では、従来の装置の２倍以上の充填率で運転する事が可能
であり、従来の装置に比較して加熱管１１と被処理物Ｈとの接触面積を増加できる。これ
に伴い、減率乾燥区間を含んで被処理物Ｈを乾燥する際に、減率乾燥は時間支配なので一
定の滞留時間を必要とするが、本実施の形態では充填率の向上が図れるので、減率乾燥区
間の間接加熱型回転乾燥機１の大きさを低減できる。
　以上より、本実施の形態によれば、充填率を高めて被処理物Ｈと接触しない加熱管１１
を少なくするだけでなく、充填率を高めても動力を少なくして省エネルギー化が図られて
高い経済性を有する間接加熱型回転乾燥機１となる。
【００３９】
　次に、本発明に係る間接加熱型回転乾燥機の第２の実施の形態を、図４および図５に基
づき以下に説明する。尚、第１の実施の形態で説明した部材には同一符号を付して重複し
た説明を省略する。
　本実施の形態に係る間接加熱型回転乾燥機１は、第１の実施の形態とほぼ同様な構造と
されていて、加熱管１１、４つの分割壁１６によって区切られた４つの小空間Ｋ等を同様
に有している。
　但し、本実施の形態では、図４に示すように加熱管１１の配列の他、装入装置２０の挿
入口２１やキャリアガス入口７１が第１の実施の形態と若干相違している。
【００４０】
　ここで、第１の実施の形態のように加熱管１１を回転筒１０の軸心Ｃ近傍まで配列する
ことは、被処理物Ｈと加熱管１１の接触面積の増加には寄与するものの、被処理物Ｈを装
入する装入装置２０に対し、この加熱管１１が干渉する。このため、第１の実施の形態に
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おいては、加熱管１１を装入装置２０の近傍で曲げるなどして、装入装置２０と干渉しな
いようにする必要がある。
【００４１】
　そこで、本実施の形態では、被処理物Ｈを回転筒１０内に装入する装入装置２０と回転
筒１０との間の隙間を封止するシール部２３に対応する大きさで、円筒状に形成された中
央カバー１８が回転筒１０の軸心Ｃ近傍に配置されている。そして、各分割壁１６が、こ
の中央カバー１８の外周面と回転筒１０の内周面との間を結ぶ構造とされている。
【００４２】
　従って、本実施の形態によれば、分割壁１６が単に設けられるだけでなく、装入装置２
０と回転筒１０との間の隙間を封止するシール部２３に対応してこのシール部２３より若
干大径に形成された中央カバー１８が、回転筒１０の軸心Ｃ近傍に配置されるのに伴い、
分割壁１６が中央カバー１８の外周面と回転筒１０の内周面との間を結ぶ構造とされて、
各小空間Ｋの横断面が略扇形に閉鎖された形とされている。
　このように、中央カバー１８を設置する事により、回転筒１０内における軸心Ｃ近傍の
加熱管１１が設置されていない場所に被処理物Ｈが存在する事を防止することができ、被
処理物Ｈの加熱管１１と接触する機会が増加する。
【００４３】
　次に、本発明に係る間接加熱型回転乾燥機の第３の実施の形態を、図６および図７に基
づき以下に説明する。尚、第１の実施の形態で説明した部材には同一符号を付して重複し
た説明を省略する。
　本実施の形態では、中央カバー１８が形成されるだけでなく、被処理物Ｈを回転筒１０
内に装入する装入装置２０の近傍まで、この中央カバー１８を延長した構造とされている
。
　そして、延長された中央カバー１８の部分の外周面側には、図６に示すように各分割壁
１６の端部にそれぞれ繋がって回転筒１０の内周面に達するスクリュー状の羽根１６Ａが
、単に設置されているだけでなく、このスクリュー状の羽根１６Ａが設置された部分の中
央カバー１８の一部を図７において三角形にそれぞれ削除した切欠部１８Ａも設けられて
いる。
【００４４】
　以上より、本実施の形態によれば、スクリュー状の羽根１６Ａが設置された部分の中央
カバー１８の一部を削除した切欠部１８Ａが設けられている。このことで、装入装置２０
から回転筒１０内に送り込まれた被処理物Ｈが回転筒１０の回転に伴って、この切欠部１
８Ａを介して分割された各小空間Ｋ内に被処理物Ｈを供給すると共に、この回転筒１０の
回転に伴うスクリュー状の羽根１６Ａの回転により小空間Ｋの奥側に送り込まれることで
、各小空間Ｋ内に被処理物Ｈがほぼ均一入るようになる。
【００４５】
　本実施の形態のように、被処理物Ｈの充填率を高めた場合、被処理物Ｈの回転筒１０内
への供給部分である装入装置２０において、被処理物Ｈの供給位置以上の高さで充填され
る可能性がある。この為、装入装置２０近傍の回転筒１０に被処理物Ｈを送り込むスクリ
ュー状の羽根１６Ａを設けることにより、略扇形に分割された小空間Ｋに被処理物Ｈがこ
の羽根１６Ａで強制的に送り込まれるようになる。
【００４６】
　ここで、回転筒１０の径や加熱管１１の配列にもよるが、充填率を一定とした場合の、
中央カバー１８の外径Ｄ２と回転筒１０の内径Ｄ１との比（カバー径／回転円筒径）と実
接触面積割合の関係を、図８に示す。２本のデータは、上段のデータが回転筒径９６５mm
（回転筒径：小）のケースであり、下段のデータが回転筒径３０５０mm（回転筒径：大）
のケースである。
【００４７】
　図８に示すグラフのように大きくなるほど加熱管１１と被処理物Ｈとの実接触面積が増
加する。しかし、中央カバー１８の外径Ｄ２と回転筒１０の内径Ｄ１との比が０．６を超
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えた場合、キャリアガスＣＧが通過する空間が少なくなると同時に攪拌効果が低下するの
に伴い、乾燥能力が低下する。
　一方、中央カバー１８の外径Ｄ２と回転筒１０の内径Ｄ１との比が０．２を下回ると、
ほとんどのケースで挿入装置２０の外径より中央カバー１８の外径Ｄが小さくなる。この
ようなケースにおいて、加熱管１１を中央カバー１８外径近傍まで配列するには、加熱管
１１を装入装置２０に干渉しないような構造を取らなければならず、コストアップの要因
となる。
　従って、経済的側面と乾燥能力を鑑みれば、中央カバー１８の外径Ｄ２と回転筒１０の
内径Ｄ１の比は０．２～０．６が好適な範囲である。
【００４８】
　他方、上記実施の形態で用いられた分割壁１６内や中央カバー１８内の空間ＫＣに熱媒
体である加熱蒸気ＫＪを供給しても良い。分割壁１６内或いは中央カバー１８内に加熱蒸
気ＫＪを供給することで、加熱管１１だけでなく、分割壁１６や中央カバー１８によって
も被処理物Ｈが加熱されるようになる結果、加熱効率が更に向上するようになる。分割壁
１６内に加熱蒸気ＫＪを供給する場合には、複数の板材を一定距離で対向するよう配置し
たり、複数の配管を並列に配置するなどして、分割壁に内部空間を有する構造にすれば良
い。
【実施例】
【００４９】
　次に、間接加熱型回転乾燥機のバッチ試験機を用いて、上記本実施の形態に基づく実施
例と従来例との間で比較試験を行った結果を説明する。
　まず、間接加熱型回転乾燥機のバッチ試験機の仕様を下記に表わす。
　　回転筒径：３２０mm
　　回転筒長さ：０．２５m
　　加熱管伝熱面積：０．３m2

【００５０】
　また、試験条件を下記に表わす。
　　被処理物：水分約３０％の下水汚泥
　　処理量：約３kg/hバッチ
　　出水分目標値：１０％
　　キャリアガス：５m3N/ｈの常温空気
　　加熱蒸気：０．１MPa（G）飽和蒸気
　　回転周速：０．５m／ｓ
　　実施例における小空間の数：４
【００５１】
　実施例及び従来例である比較例による各被処理物の水分の乾燥能力の結果を図９のグラ
フに示す。このグラフより、低水分域（減率乾燥域）では両者の差は少ないものの、高水
分域（恒率乾燥域）では、明らかに単位加熱面積の相違による単位時間当りの蒸発能力〔
kg-H20／m2h〕の向上が実施例においてみられることが確認された。
【００５２】
　次に、間接加熱型回転乾燥機の連続機を用いて行った試験について、以下に説明する。
　主寸法が相互に同一とされる実施例と従来例である比較例とで、同一の被処理物を乾燥
して乾燥能力の比較を行った。
　まず、実施例及び比較例の運転条件を説明する。
　　被処理物の入口水分：３３％
　　被処理物の平均粒径：２．３mm
　　被処理物の出口水分：１０％
　　加熱源：０．１MPa（G）飽和蒸気
　　キャリアガス：排ガス露点が８０℃になる様に大気を供給
【００５３】
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　下記に本発明に係る実施例の間接加熱型回転乾燥機の仕様を記す。
　　回転筒径：９６５mm
　　回転筒長さ：８m
　　略扇形の小空間数：４
　　加熱管伝熱面積：４３m2

【００５４】
　下記に従来技術に係る比較例の間接加熱型回転乾燥機の仕様を記す。
　　回転筒径：９６５mm
　　回転筒長さ：８m
　　加熱管伝熱面積：４０m2

【００５５】
　上記実施例における被処理物の供給量は、上記比較例と同じ３２０kg/hとし、この条件
で運転を始め、出口水分が約１０％で安定する状態でのこの実施例における被処理物の供
給量を求めた。この結果として、下記のようになった。
【００５６】
　実施例
　　被処理物の供給量：４７０kg/h
　　入口水分：３３．１％
　　出口水分：９．８％
　　STD空運転時動力：３．１１kW
　　STD駆動動力：３．２２kW
　　負荷運転による動力増加：０．１１kW
　　乾燥試験終了後、間接加熱型回転乾燥機内の被処理物を全量採取し、充填率を計算し
たところ、充填率は５７％であった。
【００５７】
　比較例
　　被処理物の供給量：３２０kg/h
　　入口水分：３３．０％
　　出口水分：９．９％
　　STD空運転時動力：３．１１kW
　　STD駆動動力：３．４６kW
　　負荷運転による動力増加：０．３５kW
　　乾燥試験終了後、間接加熱型回転乾燥機内の被処理物を全量採取し、充填率を計算し
たところ、充填率は２７％であった。
【００５８】
　以上より、実施例は比較例と比較して、STD駆動動力及び負荷運転による動力増加が大
きく下がるだけでなく、充填率が向上した。
【００５９】
　また、図１０のグラフに、実施例（被処理物と加熱管の接触の変更）と比較例（充填率
を多少変更）による実接触面積割合を変化させた時のデータを示す。この際、実施例及び
比較例の外形寸法は同じであり、入口水分及び出口水分はほぼ同等であるが、このグラフ
より、実施例では、被処理物と加熱管との接触面積を増加することで、全体蒸発速度がよ
り高まって乾燥能力が向上していることが理解できる。
【００６０】
　尚、この図１０のグラフにおいて、横軸は、全加熱管面積に対する実際の被処理物と加
熱管との接触面積の割合（実接触面積割合）であり、縦軸は、全加熱管単位面積当りの単
位時間当りの蒸発能力（全体蒸発速度）である。
　以上より、本発明の実施例によれば、乾燥能力の向上が図れると同時に所要動力も低減
でき経済的な間接加熱型回転乾燥機であることが証明された。
【００６１】
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　以上、本発明に係る実施の形態を説明したが、本発明は係る実施の形態に限定されるも
のではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々変形して実施することができる。例え
ば、回転筒１０内の空間を４つの小空間Ｋに分割している分割壁１６は、４つでなくとも
良く、５や６等或いは他の複数としても良い。但し、このように分割壁１６を５や６等と
すれば、小空間Ｋの数も同様に５や６等の他の複数になる。
【産業上の利用可能性】
【００６２】
　本発明は、樹脂、食品、有機物などの乾燥をはじめとして、木質バイオマスや有機廃棄
物などの乾燥などを目的とした間接加熱型回転乾燥機として適用できる他、他の産業用機
械に適用可能となる。
【符号の説明】
【００６３】
　１　　　間接加熱型回転乾燥機
１０　　　回転筒
１１　　　加熱管
１６　　　分割壁
１６Ａ　　羽根
１８　　　中央カバー
１８Ａ　　切欠部
２０　　　装入装置
　Ｃ　　　軸心
　Ｈ　　　被処理物
　Ｋ　　　小空間

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】
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